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生物多様性保全型技術の導入動機に関する分析

- ｢コウノトリ育む農法｣を導入している家族経営を対象として-
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1.は じ め に

農業経営を取り巻く環境が大きく変化する中,農業

経営の維持 ･存続,成長 ･発展は,新技術の開発と採

択 (イノベーションの遂行)を通して初めて実現可能

である (稲本,2005).そのため,農業経営にとって有

益であり,かつ社会的重要性が高い新技術の迅速な普

及が求められる.このような技術の代表的な例として,

近年注目される環境保全や生物多様性の維持に貢献す

るような技術 (以下,｢生物多様性保全型技術｣)があ

る.しかし,これら技術は必ずしも順調に普及しない

ことが実態として知られている.一方で,環境保全な

どの観点からもこのような技術の重要性は増しており,

効果的かつ効率的な普及方法を解明することは重要な

課題といえる.

技術の普及に関する研究は,従来はロジスティック

曲線等を用いて普及動向を分析するなど,技術それ自

体の普及過程を解析するものが多かった (Griliches,

1957;崎浦,1984等).しかし,近年は広範に普及す
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る新技術 (新品種)が見られなくなっており,技術の

普及過程そのものよりも,農業者による特定の技術の

導入意思決定を対象とした研究が進んでいる.この点

について,まず藤田 (1987)は技術導入には動機が必

要であるとし,動機付けを促進させることの重要性を

指摘した.しかし,その動機形成のメカニズムに関す

る分析は十分ではなかった.そのため浅井･山口(1998)

は,経営者の価値観や志向が動機形成に影響を与える

ことに注目し,技術条件や経営条件 (土地 ･労働力 ･

資本)に加え,動機形成や導入意思決定過程における

農業者の内面的要因 (価値観や志向)を考慮した分析

を行っている.このように導入意思決定の中でも,特

に導入動機に注目した研究が展開されている.

浅井 ･山口 (1998)など既存研究の多くは,農業者

のニーズに対応して開発された病害抵抗性品種や生産

技術 (水稲直播栽培など)を対象としている.これに

対して ｢生物多様性保全型技術｣は,社会的ニーズに

対応して開発された技術であるため,農業者にとって

多様な意味合いを持ち,導入動機やその形成に影響す

る要因はより複雑であると考えられる.そのため,農
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業者による技術の導入意思決定に関して導入動機に注

目するとき,｢生物多様性保全型技術｣を対象とする意

義は大きいと考えられる.

この ｢生物多様性保全型技術｣の普及と関わって,

上西 (2015)は集落営農組織による ｢コウノトリ育む

農法｣の導入動機を定性的に分析した結果,ブランド

化による収益性の向上,普及主体による技術的･経済

的支援に加え,コウノトリのために貢献したいという

想いが強く影響していることを把握した.また,

UenishiandSakamoto(2017)は,同農法の栽培体系の確

立段階を対象とし,協力農家の参加動機を定性的に分

析した結果,生物多様性や環境保全という非経済的な

側面に価値を見出した農業者が多いことを把握した.

しかし,これらの研究では ｢生物多様性保全型技術｣

の導入効果のうち,特にどの効果に価値を見出して導

入動機が形成されたのか,また農業者の属性の違いが

導入動機の形成にどのような影響を及ぼすのかに関す

る分析は不十分である.さらに,地域内で広範な技術

普及を図るには,集落営農組織を対象とした導入動機

の解析では不十分であり,依然として地域農業の太宗

を占める家族経営の導入動機の解析も必要である.

以上の問題意識に立ち本稿は,兵庫県豊岡市を中心

として普及が図られている｢コウノトリ育む農法｣(以

下,｢育む農法｣)を対象とし,技術の普及段階におけ

る家族経営による ｢育む農法｣の導入動機の実態を把

握するとともに (課題 1),農業者の属性の違いが動機

形成に及ぼす影響を解明する (課題2).

2.方 法

1)分析モデルの構築

課題の解明に当たって,主に浅井 ･山口 (1998)に

依拠し,｢生物多様性保全型技術｣(｢育む農法｣)の動

機形成に関する分析モデルを第1図の通り設定する.
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まず,農業経営体の属性の違いが導入動機の形成に

影響を及ぼすと考える.そこで,先行研究を踏まえ,

導入動機の形成に影響を及ぼすと想定される属性を設

定する.具体的には上西 (2015)を踏まえ,生物多様

性と関係する ｢生物多様性属性｣として,コウノトリ

を｢絶滅前(1971年)に見た経験｣と｢野生復帰後 (2005

午)に見た経験｣,｢コウノトリのイメージ｣を設定し

た.また,農業経営体と関係する ｢経営体属性｣とし

て,浅井･山口 (1998)を参考に ｢導入時の年齢｣,｢経

営品目｣,｢導入時の経営面積｣を設定した.Rogers

(2003)は革新性の違いに応じて農業者を分類し,各

グループの農業者の特徴が異なることを指摘したため,

革新性の違いも導入動機の形成に影響を及ぼすと考え

られる.Rogersは革新性を測る指標として新技術の導

入時期を採用したが,実態として ｢育む農法｣の情報

は農業者に同時期に伝達しなかったため,本稿では

Rogersによる革新性に関する指標として,新技術の導

入時期の代わりに,農業者による ｢育む農法｣の認知

から導入までの期間(｢導入までの期間｣)を設定する.

さらに,浅井･山口 (1998)は,｢農業観｣を ｢農業に

どのような価値を認め評価するかという営農の基本的

な価値観｣とし,農業観が動機形成に影響を及ぼすこ

とを確認している.本稿でも浅井 ･山口 (1998)に依

拠し,第 1図に示す5項目の農業観を設定した.

次に,農業者は技術の導入効果の特定側面に価値を

見出した結果,動機が形成されると考える.そこで,

｢生物多様性保全型技術｣の導入効果として上西

(2015)を踏まえて,①生物多様性-の貢献,②農業

所得の向上,③普及機関との関係を設定した.また,

水稲病害抵抗性品種を対象とした浅井 ･山口 (1998)

が挙げた導入効果のうち,｢生物多様性保全型技術｣に

も該当すると考えられる④コスト低減,⑤省力化,⑥

健康増進,⑦環境保全,⑧差別化,⑨精神安定を採用

生物多様性属性 導入効果 (導入動機)r

絶滅前に見た経験野生復帰後に見た経験コウノトリのイメージ 生物多様性-の貢献 コウノトリの野生復帰に貢献したい
コウノトリの餌となる生物を増やしたい

コウノトリを農薬で汚染したくない

経営体属性導入時の年齢経営品目導入時の経営面積導入までの期間

農業所得の向上 ｢育む農法｣の米の買取価格が慣行米より高い
行政から補助金を受け取ることができる

普及機関との関係 行政などの関係機関が積極的に推進している

コスト低減 農薬費を低く抑えたい

省力化 農薬の散布作業を軽減できる

健康増進 農薬による自分の体-の影響を軽減できる
農 業 観

環境保全 農薬で生物を殺したくない

できるだけ多くの農業所得を得たい新技術が登場したらすぐに導入したい生物や生態系に配慮した農業をしたいなるべく農薬を使わない農業をしたい消費者に喜ばれる農産物を作りたい

水を汚染したくない

差別化 消費者に安全な農産物を届けることができる
慣行米とは差別化された米を作りたい

第1図 ｢生物多様性保全型技術｣(｢育む農法｣)の動機形成に関する分析モデル



314 農業経済研究 第89巻 第4号 2018

第1表 ｢育む農法｣と慣行栽培の栽培体系の比較

｢育む農法｣ 慣行栽培
無農薬タイプ 減農薬タイプ

冬期湛水 11月～3月にかけて2ケ月以上湛水 なし

移植前の水管理等 田植前概ね 1ケ月間湛水,多回代掻き (早期湛水) 荒代,本代掻き

移植後の水管理 活着後8cm以上の深水管理 浅水管理

箱施用剤 使用しない 2016年産から使用しない 使用

施肥体系 元肥+茎肥 (有機肥料のみ) 元肥+穂肥 (有機肥料のみ) 元肥+穂肥

除草剤 不使用 初中期剤と後期剤のみ(薬剤限定) 使用
中干し 田植後40日頃の6月下旬～7月上旬 (中干し延期) 6月上旬～中旬

資料 :豊岡農業改良普及センターの提供資料 (2016年 1月)を元に筆者作成.

した.なお,以上9項目のうち,事前のヒアリング調

査から,｢育む農法｣の導入動機として重要であると考

えられた項目①,②,⑦,⑧に関しては,より詳細に

把握するため,複数の設問を設定した.

2)対象技術 .地域の概要

本稿は ｢生物多様性保全型技術｣の代表事例の一つ

と目される ｢コウノトリ育む農法｣ (｢育む農法｣)

を対象技術とする. ｢育む農法｣の定義は ｢おいしい

お米と多様な生き物を育み,コウノトリも住める豊か

な文化,地域,環境づくりを目指すための農法｣であ

る.コウノトリも住める環境を作り出すためには,坐

物多様性の実現が必要不可欠である.

｢育む農法｣は普及開始 (2005年度)から既に 10

年以上経過していることに加え,導入面積は毎年増加

し続けている.第 1,2表は,｢育む農法｣(無農薬,演

農薬タイプ)と慣行栽培の栽培体系,収支を比較した

ものである.｢育む農法｣の要件には抑草と生物多様性

の実現を目的とし,冬期湛水,早期湛水,深水管理,

中干し延期などが含まれている (第1表).また,仮に

労働費を考慮したとしても,｢育む農法｣の方が慣行栽

培よりも収益性が高い (第2表).

対象地域は兵庫県豊岡市である.2015年農林業セン

サスでは,豊岡市における農業経営体数は約2,600で,

家族経営体の割合が98%である.水稲作中心の地域で

第2表 ｢育む農法｣と慣行栽培の収支の比較

(2015年産米,10a当たり)

｢育む農法｣ 慣行栽培
無農薬 減農薬

①販売収入 153,406 133,770 109,585

(単収 (kg)) 418 490 505

(買取価格(円/30kg)) ll,000 8,200 6,500

②助成金 23,500 18,500 7,500

③収入計 ((丑+②) 176,906 152,270 117,085

④物財費 93,906 94,481 110,868
所得 (③-④) 83,000 57,789 6,217

資料 :豊岡市の提供資料から抜粋.

註 :表中の ｢買取価格｣は JAたじまによる精算金であ

る.｢助成金｣は環境直接支払と生産調整に対する支

払が該当し,｢物財費｣は労働費を含まない.

あり,水稲の販売農家数は約 2,ZOO戸,作付面積は

2,300haである.経営耕地面積が1.Oha未満の経営体の

割合が60%であり,小規模零細農家が大半を占める.

豊岡市や兵庫県など関係機関がコウノトリを 2005

年に自然界に再導入することを決定したが,コウノト

リ絶滅の一因は農薬であった (註1).そのため,｢育む

農法｣の栽培体系を確立する際の中心人物であった当

時の普及員は,コウノトリの餌場作りを目的として

2002年から農業者とともに技術確立に取り組み,2005

年に第 1表のような栽培体系を確立した.市内におけ

る ｢育む農法｣の2015年度の作付面積は,無農薬タイ

プ90ha,減農薬タイプ240haであり,水稲作付面積の

約9.7% で導入されている.

3)データの収集 ･分析方法

豊岡市において ｢育む農法｣を導入している全農業

者を対象に,アンケート調査を実施した.アンケート

は,｢コウノトリ育むお米生産部会｣(事務局は JA た

じま)の豊岡北部支部と豊岡南部支部の全会員に配布

し,返信用封筒を用いて回収した.配布時期は 2016

年 9-10月である.アンケートの配布数は228,有効

回答票は 109(有効回収率 47.8%)であった.そのう

ち,家族経営 (一戸一法人を含む)であり,かつ栽培

体系が確立された2005年度以降に ｢育む農法｣を導入

した81サンプルを分析に使用した.

アンケートの設問内容は,｢育む農法｣導入時および

回答時点 (2016年度)の経営概要,農業観や導入効果

(導入動機)に対する当時の同意度,導入動機の形成

に影響を及ぼしうる属性などに関してである.なお,

農業観と導入効果に関しては,各項目に対する同意度

を ｢よく当てはまる5｣,｢やや当てはまる4｣,｢どちら

ともいえない3｣,｢あまり当てはまらない2｣,｢全く当

てはまらない1｣の5段階で便宜的に把握した.

分析方法は,課題 1に対しては各導入効果に対して

｢よく当てはまる｣または ｢やや当てはまる｣と回答

(註1)コウノトリの絶滅から野生復帰に至るまでの経緯に

関しては,菊地 (2006)が詳しい.
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した農業者の割合を算出･比較する.いずれかに回答

した農業者は,その導入効果によって ｢動機が形成さ

れた｣と判断する.課題 2に対しては,属性ごとに2

群に分け,導入効果に対する評価に違いが見られるか

を確認する.導入効果に関して得られるデータは順位

データであることを踏まえ,Man-Wh血eyのU検定
を実施する.第3表のようにグループ分けの基準を設

定した.｢コウノトリのイメージ｣は5段階で把握し,

｢良い｣または ｢どちらかといえば良い｣と回答した

農業者を ｢プラス｣群,それ以外を回答した農業者を

｢その他｣群とした.｢導入時の経営面積｣は,豊岡市

における農業者の平均農地面積が約2haであるため,

3ha以上を比較的大規模層と位置付けて分類した.農

業観に関しては,｢よく当てはまる｣または ｢やや当て

はまる｣と回答した農業者は,その農業観を持ってい

ると判断し (｢該当｣群),それ以外を回答した農業者

(｢その他｣群)と分類した.検定により有意差が見ら

れた場合,その導入効果に対して平均評価得点が相対

的に高いグループでは,そうでないグループと比較し

て,｢よく当てはまる｣または ｢やや当てはまる｣と回

答した農業者の割合が高いことを意味するので,その

導入効果によって ｢動機が形成された｣農業者が多い

と解釈できる.

3.分析結果と考察

1)回答者の基本属性

第4表は回答者の基本属性を表している.高齢,小

規模,水稲単作,農業従事者 1-2名の割合が高く,｢育

む農法｣を認知してから1年未満に導入した家族経営

が半数を占める.また,普及センター職員からの情報

を最も重視した農業者が多い.

コウノトリに関する設問に対しては,約半数が絶滅

前にコウノトリを見た経験があり,大半の農業者が野

生復帰後にコウノトリを見た経験があると回答した.

コウノトリに対してプラスのイメージを持っている農
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属性名 (グループ分けの基準)

生物多様性属性 絶滅前に見た経験 (ある.ない)
野生復帰後に見た経験 (ある.ない)

コウノトリのイメージ (プラス .その他)

経営体属性 導入時の年齢 (60才未満 .60才以上)
経営品目 (水稲単作 .複数品目)

導入時の経営面積 (3ha未満 .3ha以上)

導入までの期間 (1年未満 .1年以上)

業者は約70%であり,マイナスのイメージを持ってい

る人はわずか 5%である.コウノトリが絶滅する以前
の時代では,農業者はコウノトリを稲を踏み荒らす害

鳥と捉えていたが,現在ではそのような考えを持っ農

業者はほとんど存在しないことが明らかとなった.

2)導入動機の把握 (課題1)

第5表は,各導入効果によって ｢動機が形成された｣

農業者の割合を表している. ｢12.消費者に安全な農産

物を届けることができる (86.4%)｣ ｢4.｢育む農法｣

の米の買取価格が慣行米より高い (84.0%)｣ ｢13.慣

行米とは差別化された米を作りたい (72.8%)｣の割

合が高い.つま･り,浅井 ･山口 (1998)においても重

視されていた ｢商品の差別化｣に加え,それを通した

｢農業所得の向上｣という側面によって動機が形成さ

れた農業者が多かったことがわかる.

一方, ｢①生物多様性-の貢献｣と ｢⑦環境保全｣

に関する動機が形成された農業者の割合は必ずしも高

いとはいえず,生物多様性や環境保全の側面は,積極

的な導入動機とはならなかった実態が明らかとなった.

3)属性の違いが動機形成に及ぼす影響 (課題2)

第6表は属性の違いと導入動機との関係を見たもの

であり,有意な結果のみを示した.なお ｢野生復帰後

に見た経験｣ ｢経営品目｣ ｢導入までの期間｣に関し

ては,全ての項目で有意な結果とならなかった.以下

では有意差が認められた結果に関して検討する.

まず ｢生物多様性属性｣に関しては, ｢絶滅前に見

た経験｣が ｢ある｣群は ｢ない｣群と比較して,コウ

第4表 回答者の基本属性 (%)
導入時の年齢 経営品目 導入時の農業従事者数 絶滅前に見た経験

～39歳 2.8水稲単作 69.11人 50.6ある 45.0

40-49歳50-59歳60-69歳 19.434.737.5複数品目 30.92人3人以上 41.87.6ない 55.0

導入までの期間 野生復帰後に見た経験

1年未満 50.8 最も重視した情報源 ある 70.4

70-79歳 5.61年以上2年未満 18.5普及センター職員 29.3ない 29.6

導入時の経営面積 2年以上3年未満 9.2集落外の取組農家 18.7 コウノトリのイメージ

1ha未満 54.73年以上4年未満 4.6JAたじま職員 18.7良い 45.0

ト2ha未満 18.74年以上5年未満 9.2豊岡市職員 13.3 どちらかといえば良い 22.5

2-3ha未満 12.05年以上 7.7集落内の取組農家 12.0 どちらともいえない 27.5
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第5表 各導入効果に対する平均評価得点と動機が形成された農業者の割合 (%)

導入効果 項 目 割合

①生物多様性-の貢献 1. コウノトリの野生復帰に貢献したい 66.72. コウノトリの餌となる生物を増やしたい 63.0

3. コウノトリを農薬で汚染したくない 56.8

②農業所得の向上 4. ｢育む農法｣の米の買取価格が慣行米より高い 84.0
5.行政から補助金を受け取ることができる 70.4

③普及機関との関係 6.行政などの関係機関が積極的に推進している 63.0

④.コス ト低減 7.農薬費を低く抑えたい 70.4

⑤省力化 8.農薬の散布作業を軽減できる 72.8

⑥健康増進 9.農薬による自分の体-の影響を軽減できる 69.1

⑦環境保全 10.農薬で生物を殺したくない 70.4
ll.水を汚染したくない 56.8

⑧差別化 12.消費者に安全な農産物を届けることができる 86.4
13.慣行米とは差別化された米を作りたい 72.8

註 :表中の ｢割合｣は ｢よく当てはまる｣または ｢やや当てはまる｣と回答した農業者の割合である.

第6表 属性の違いと導入動機との関係 (Mann-WhitneyのU検定)

項 目 生物多様性属性 経営体属性 農業観
絶滅前に見た コウノトリの 導入時の年齢 導入時の経営面 多くの農業所 新技術はすぐ
経験 イメージ 積 得を得たい に導入したい

ある ない プラス その他 ～59歳 60歳～3ha未満3ha以上 該当 その他 該当 その他

(n-36)(n-44)(n-54)(n-26)(n-37)(n-35) (n-64) (n-ll) (n-64)(n-16)(n-31)(n-50)
1.野生復帰-の貢献 4.2士0.73.6土1.04.1士0.93.4土0.93.5土0.94.1士α9 4.2土0.93.7土0.9

2.餌となる生物の増加 4.Oj=0.93.3士1.0 4_0土1,03_6士0.9

3.農薬で汚染したくない 3.9土0.93.2土1.0 4.1土1.03.4土0.9

4.買取価格が高い 4.1土0.9 4.7土0.54.3iO.93.8j=0.74.5士1.03.9土0.9

5.行政からの補助金 4.1j=0.93.3j=0.8

6.関係機関が推進 3.4土1.24.0土0.9 3.8土1.03.2士1.2

10.生物を殺したくない 4.2土0.93.5士1,2 4.2土1.13.8士1.0

註 :1)有意差が見られた結果のみ示した.表中の項目は,第5表の項目を省略して表記したものである,

2)数値は平均値±標準偏差である.斜体の数値は1%,斜体でない数値は5%水準で統計的に有意であることを示す.

ノトリの野生復帰に貢献したいという動機が形成され

た農業者が多い.また, ｢コウノトリのイメージ｣が

｢プラス｣群は ｢その他｣群と比較して,コウノトリ

と環境保全に関する動機が形成された農業者が多い.

つまり,コウノトリのようなシンボルとなる生物に関

して,絶滅前の姿を見た経験があったり,良いイメー

ジを持っている農業者は,そうでない農業者と比較す

ると,そのシンボルに関する動機が形成される農業者

が多いことを意味する.

次に｢経営体属性｣の ｢導入時の年齢｣の結果から,

高齢農家 (60歳以上)は,若年農家 (60歳未満)と比

較してコウノトリの野生復帰と,行政が積極的に推進

しているという非経済的な動機が形成された農業者が

多いことがわかる (註2).また, ｢導入時の経営面積｣

の結果から,対象地域における比較的大規模(3ha以上)

な経営体は,小規模な経営体と比較して経済的な動機

(註2)｢絶滅前に見た経験｣と ｢導入時の年齢｣の2変数に

関して,x2検定 (有意水準 5%)により相関性を調べた

ところ有意な結果とはならなかった ♭-.061).

が形成された農業者が多いことがわかる.

最後に ｢農業観｣に関しては,｢できるだけ多くの農

業所得を得たい｣,｢新技術が登場したらすぐに導入し

たい｣に関してのみ,導入動機との関係を見ていく(註

3).｢できるだけ多くの農業所得を得たい｣という農業

観を持っている農業者は,そうでない農業者と比較す

ると,経済的側面と ｢普及機関との関係｣という社会

的側面に関する動機が形成された農業者が多い.｢新技

術が登場したらすぐに導入したい｣という農業観を持

っている農業者は,そうでない農業者と比較すると,

経済的側面と非経済的側面に関する多様な動機が形成

されている.このように,農業観と導入動機にも一部

関連が見られた.ただし,分析で取り上げることがで

(註3)他の 3つの農業観,すなわち ｢生物や生態系に配慮

した農業をしたい｣｢なるべく農薬を使わない農業をした
い｣｢消費者に喜ばれる農産物を作りたい｣に関しては,

｢該当｣群に分類される農業者が大半を占める結果とな

ったため (各 81名中70,73,77名),本稿では検定な

ど詳細な分析は行わないこととした.
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きた農業観は2つにとどまるため,｢生物多様性保全型

技術｣の導入動機に対する農業観の影響に関する詳細

な検討は今後改めて行う必要がある.

4)考察

以上の結果は,｢生物多様性保全型技術｣の場合,浅

井 ･山口 (1998)が注目した経営体の属性と農業観に

加え,生物多様性と関係する属性も技術導入の動機形

成に影響を及ぼすことを示している.具体的には,坐

物多様性を象徴する特定の生物に関して,絶滅前の姿

を見た経験がある,またはプラスのイメージを持って

いる農業者に対して,技術が持つ生物多様性や環境保

全に関する側面を積極的に説明すると,そうでない農

業者と比較してそれらに関する動機が形成される農業

者が多いと考えられる.

しかしながら同時に明らかとなったことは,技術普

及の本来の目的である生物多様性-の貢献という側面

は,積極的に技術導入を促進するというよりは,あく

まで後押しする程度にとどまっていたということであ

る.このことはつまり,普及活動の際に生物多様性や

環境保全に関する効果を重点的に説明しても,必ずし

も技術普及は進まないことを示唆している.

実態としては,経済的要因と他商品との差別化に関

する動機が形成された農業者が多かった.本稿で対象

とした ｢育む農法｣による米は,技術普及を開始した

2005年からJAたじまが慣行米と比較して高い価格で

買い取っていた.当初からプレミアム価格が実現して

いたことが積極的に技術導入を促進したと考えられる.

なおUenishiandSakamoto(2017)において,栽培体系

の確立に協力した多くの農業者が,生物多様性や環境

保全という非経済的な側面に価値を見出したという結

果と,本稿で得られた知見を踏まえると,技術確立の

段階あるいは普及の初期局面においては,生物多様性

や環境保全という非経済的な側面に価値を見出して導

入する農業者が多いが,これに続く技術の普及局面に

おいては経済的な側面に価値を見出して導入する農業

者が多い.そのため,技術の普及主体は,普及時期に

応じて普及方法を工夫した方が効果的であるといえる.

以上から,生物多様性や環境保全を目的とした技術

であっても,技術を広範に普及するためには,農業者

の技術導入にあたっての私経済的側面-の配慮 (経済

性や安定性の確保など)を踏まえた取り組みを進める

ことが必要であると考えられる.このことは,技術普

及を分析するにあたっては,農業者の導入行動のみな

らず販売面も考慮した分析,つまり川上から川下まで

を考慮した分析が必要であることを示唆している.
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4.おわりに

近年各地において,シンボルとなる生物の保全を目

的とした栽培技術が見られるようになっており,今後

さらに増加すると考えられる.本稿では ｢生物多様性

保全型技術｣の一事例を対象とし,導入者の導入動機

と,農業者の属性の違いが動機形成に及ぼす影響に関
して解明した.分析結果から｢生物多様性保全型技術｣

の普及主体は,技術を本格的に普及する局面では,磨

業者に生物多様性や環境保全に関する導入効果を説明

することも重要であるが,それよりも生産物や所得に

関する情報を提供する方が効果的であると考えられる.

なお,本稿では技術の導入者を対象として調査を実

施したが,技術普及の可能性やその要因を明らかにす

るという観点からは,対象技術の非導入者に対しても

調査を実施し,導入者の結果と比較 ･検討する必要が

ある.また,最低でどれくらいの買取価格が設定され

ていれば技術導入を決定するのかなど農業者による経

済的評価に関する分析も必要である.さらに,本稿で

は農業者の内面的側面である農業観に関する分析が十

分ではないため,項目や調査方法などを再考し,動機

形成に及ぼす影響を詳細に分析する必要がある.これ

らについては今後の課題としたい.
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